
 

 

臼杵市空き家改修事業補助金交付要綱 

令和４年４月１日 

臼創第0401003号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、臼杵市空き家バンク制度を利用して登録した物件を活用して臼杵市に定住

することを促進するため、臼杵市空き家改修事業補助金を予算の範囲内において交付すること

について、臼杵市補助金等交付規則（平成１７年臼杵市規則第５１号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義については、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

（１） 定住 永く住むことを前提に臼杵市内に住所を有し、生活の本拠を本市に置くことを

いう。 

（２） 空き家 空き家バンク制度（臼杵市空き家バンク制度要綱（平成２６年臼杵市告示第

２１号。以下「制度要綱」という。）に定めるものをいう。以下同じ。）に登録されている

空き家又は空き家マッチングチーム（大分県が実施する空き家購入及び賃貸希望者の個別ニ

ーズに沿ったオーダーメイドによる物件探索を行い、所有者等との円滑なマッチングを図る

システム）により契約が成立した物件をいう。 

（３） 所有者 空き家バンク制度に登録された空き家の所有者又は管理者をいう。 

（４） 利用者 制度要綱第２条第３号に規定する利用登録者で、かつ、空き家バンク制度を

利用し、空き家を賃借し、又は購入した者をいう。 

（５） 移住者 前項に定める利用者の内、空き家に居住する前に本市の住民基本台帳に記載

されていなかった者で、空き家に居住した後に本市の住民基本台帳に記載される予定又は記

載された者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 この補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次のとおりとす

る。 

（１） 次に掲げる要件を全て満たす利用者 

ア この補助金の交付を受けてから５年以上臼杵市に定住しようとする者 

イ 空き家を購入した場合で当該空き家の前所有者が３親等内の親族でないこと又は空き家

を賃借した場合で当該空き家の所有者が３親等内の親族でないこと。 

ウ 空き家の居住前に本市の住民基本台帳に記載されていた者にあっては、空き家の居住前

に賃貸住宅に居住していたこと。 

（２）市長が特に必要と認める者 



 

 

（補助対象事業） 

第４条 この補助金の交付の対象となる事業は、補助対象者が自ら定住する目的で購入又は賃貸

した空き家の改修を行う事業であって、この補助金の交付決定を受けた日の属する年度と同一

の年度内に完了する事業とする。 

（補助対象経費及び補助率） 

第５条 この補助金の交付の対象となる経費及び補助率等は、次の表に掲げるとおりとし、同一

の世帯に対し１回に限り交付するものとする。 

補助の種類 工事の種類 対象経費 補助率 限度額 

改修工事型 移住者が民間事業

者に依頼し改修工

事を行うもの 

 

 

 

第３条第１号ウに

定める利用者が民

間事業者に依頼し

改修工事を行うも

の 

台所、浴室、便所、洗面所、内

装、屋根、外壁等の改修その他

住宅の機能向上のために行う

修繕及び設備改善に要する経

費 

 

 

 

１／２以内 １００万円

 

 

 

 

 

 

５０万円 

 

リフォーム

工事型 

移住者が自己若し

くは親族等により

自らリフォーム工

事を行うもの又は

一部リフォーム工

事について民間事

業者に依頼しリフ

ォーム工事を行う

もの 

住宅の機能向上のために行う

修繕及び設備改善に必要な原

材料費 

１／２以内 ３０万円

工具や足場等、工事に必要な資

機材の借り上げに要する経費 

１／２以内 ２０万円

台所、浴室、便所、洗面所、内

装、屋根、外壁等の改修その他

住宅の機能向上のために行う

修繕及び設備改善に要する経

費（工事内容が重複するものは

除く。） 

１／２以内 ２５万円

２ 前項の規定により算出した各補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 この補助金の申請は、臼杵市空き家改修事業補助金交付申請書（様式第１号）によるも

のとし、市長が別に定める期日までに次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 



 

 

（１） 誓約書（様式第２号） 

（２） 改修工事に係る見積書の写し 

（３） 改修工事の対象となる住宅の平面図 

（４） 住民票謄本 

（５） 納税証明書（滞納がないことを証する書面） 

（６） 空き家に居住する前の住宅の賃貸借契約書の写し又はこれに代わる書類（第 

３条第１号ウに定める利用者が申請者の場合） 

（７） 住宅の賃貸借又は売買に係る契約書の写し（利用者が申請する場合） 

（８） 所有者の承諾書（賃貸する利用者が申請者の場合） 

（９） 暴力団等でない旨の誓約書 

（補助条件） 

第７条 この補助金の補助条件は、次のとおりとする。 

（１） 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。 

（２） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、

速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

（３） この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類は、補助事業が完了

した日の属する年度の翌年度から起算して１０年間整備保管すること。 

（４） 補助事業により改修工事を行った住宅をこの補助金の交付の決定を受けた日から１０

年以内に取り壊し、若しくは売却し、又はリフォーム工事を行った住宅をこの補助金の交付

の決定を受けた日から５年以内に取り壊し、若しくは売却し、又は５年以内に当該住宅から

転居しないこと。 

（５） 本市の住民基本台帳に記載されていない者にあっては、次に掲げる事項に該当するこ

と。 

ア 改修工事を行う場合 市が実施する移住又は定住事業に協力し早期の売却又は賃貸契約

の締結に協力すること。 

イ リフォーム工事を行う場合 申請日の属する年度と同一の年度内に臼杵市に転入するこ

と。 

（６） 改修工事型及びリフォーム工事型による改修工事は、臼杵市内に本店又は営業所等を

有する事業者に依頼して施工すること。 

（補助金の交付決定の通知） 

第８条 この補助金の交付決定通知は、臼杵市空き家改修事業補助金交付決定通知書（様式第３

号）により行うものとする。 

（変更等の承認申請及び決定） 



 

 

第９条 前条の規定による交付決定通知を受けた者（以下、「交付決定者」という。）は、その

交付決定を受けた額の２割を超える額を変更し、又は当該事業を中止しようとするときは、あ

らかじめ臼杵市空き家改修事業補助金変更・中止申請書（様式第４号）を、変更等の内容を確

認できる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、その内容を審査の上、補助金の交付決定

内容を変更、又は取消す場合は臼杵市空き家改修事業補助金変更・取消承認通知書（様式第５

号）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 実績報告は、臼杵市空き家改修事業実績報告書（様式第６号）によるものとし、次に

掲げる書類を添付し、事業完了若しくは廃止の承認を受けた日から起算して３０日を経過した

日又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日ま

でに市長に提出しなければならない。 

（１） 改修工事の請負契約等に係る請求書又は領収書の写し 

（２） 完成写真（改修箇所の分かるもの） 

（額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による実績報告を受理したときは、その内容を審査し、交付すべ

き補助金の額を確定の上、臼杵市空き家改修事業補助金確定通知書（様式第７号）により申請

者に通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１２条 この補助金の交付を請求しようとする者は、前条に規定する実績報告を行った後、臼

杵市空き家改修事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、この補助金を精算払の方法により交付するものとする。ただし、市長が必要と認め

る場合は、この限りでない。 

（重複交付の禁止） 

第１３条 臼杵市景観保全形成事業補助金、おおいた安心住まい改修支援事業、木造住宅耐震改

修工事支援事業に基づく補助金の交付を受けた場合は、この補助金は交付しないものとする。 

（交付決定の取消し、補助金額の変更及び補助金の返還） 

第１４条 市長は、この補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付決定を取り消し、若しくは交付決定額を変更し、又は既に交付した補助金の全部

若しくは一部の返還を命じることができる。 

（１） 改修工事については対象住宅を交付日から１０年未満で取り壊し、又は売却したとき、

リフォーム工事については対象住宅を交付日から５年未満で取り壊し、又は売却したとき。 

（２） 交付日から５年未満で転出し、又は転居したとき。ただし、引き続き移住者用の住宅



 

 

として空き家情報提供事業に登録する場合はこの限りでない。 

（３） 申請日の属する年度と同一の年度内に対象住宅に移住者が市内に転入しないとき。 

（４） 市税の滞納が発生したとき。 

（５） 交付決定者が臼杵市移住支援事業における移住支援金に係る交付決定通知を受けたと

きは、本補助金の交付を取り消すものとする。この場合、交付決定者は当該交付決定通知書

の写しを市長に提出するものとする。 

（６） 前各号に掲げるもののほか、この要綱又は規則の規定に違反したとき。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和元年１２月１７日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行前に空き家の契約を希望し、不動産事業者への仲介依頼に至った利用者に

対する補助金の交付については、改正後の臼杵市空き家改修事業補助金交付要綱の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

 

 


